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136億円

公債費 7.4%
10 億 991 万円

災害復旧費 0.1％
700 万円

教育費 9.4％
12 億 7,765 万円

消防費 4.9％
６億 6,269 万円

土木費 8.0％
10 億 9,098 万円

商工費 0.9%
１億 1,945 万円
農林水産業費 4.1％

５億 5,632 万円

衛生費 12.2％
16 億 6,897 万円

民生費 38.9％
53 億 1,224 万円

総務費 12.8％
17 億 5,447 万円

議会費 1.2%
１億 7,032 万円

予備費 0.2％
3,000 万円

6,000万円

歳  出
一 般 会 計

歳  入

自
主

財

源
53.7％

財

源

依
存

46.3％

136億

町債 3.3%
４億 4,880 万円

県支出金 7.4%
10 億 845 万円

国庫支出金 11.2%
15 億 2,378 万円

交通安全対策特別交付金 0.1％
410 万円

地方交付税 13.4%
18 億 3,000 万円

地方特例交付金 0.5%
7,300 万円

環境性能割交付金 0.1%
1,600 万円

ゴルフ場利用税交付金 0.4%
5,000 万円

地方消費税交付金 7.5％
10 億 2,000 万円

株式等譲渡所得割交付金 0.2%
3,100 万円

配当割交付金 0.4％
5,300 万円

利子割交付金 0.1％
250 万円

地方譲与税 1.3%
１億 7,365 万円

諸収入 1.4％
１億 9,624 万円

繰越金 1.4%
１億 9,000 万円

繰入金 4.5％
６億 2,192 万円

寄附金 0.1%
840 万円

財産収入 0.1％
1,054 万円

使用料および手数料 0.9％
１億 2,040 万円

分担金および負担金 0.8%
１億 614 万円

町税 44.5%
60 億 8,308 万円

法人事業税交付金 0.6%
8,900 万円

6,000万円

自動車取得税交付金 0.1%
1,000円

一 般 会 計

当初予算
令 和 年 度５

136
 総 額

一般会計

広報こもの
№ 752

４
広報こもの
№ 752
５

※令和５年１月１日現在の住民基本
台帳人口（41,283人）で計算令 和 ５ 年 度 の 主 要 事 業 を ご 紹 介

主要な予算を PICK UP

町民一人あたりの
歳 出 額

一 般 会 計

330,887円

町民一人あたり

歳出額

議会費
4,126 円

総務費
42,499 円

民生費
128,679 円

衛生費
40,427 円

農林水産費
13,476 円

商工費
2,893 円

土木費
26,427 円

消防費
16,052 円

教育費
30,949 円

災害復旧費
169円

公債費
24,463 円

予備費
727円

企画情報課

町民や事業所の方
が来庁せずとも申
請や予約、アンケー
トなどを行うこと
ができるよう電子
化を進めます。

簡易版電子申請
サービス事業

住民課

経済的理由で医療機関を受診で
きないことがないよう医療費窓
口無料化の対象を児童手当基準内
の中学生まで拡大します。医療費
増加など新たな必要経費は年間約
900万円を見込んでいます。

１

子ども医療費
（窓口負担軽減事業）

万円 60万円

教育課

中学校の休日の部活動を
地域クラブ活動に移行し、
地域や学校、生徒の実情
に応じた将来への持続可
能なスポーツ文化活動の
環境を整備します。

部活動指導員配置促進事業
部活動地域移行支援事業

健康福祉課

高齢者に対して保健事業
と介護予防を一体的に行
うことで、健康維持およ
び生活の質の向上を図り、
健康寿命の延伸に繋げま
す。

734万円

N
EW 2,121万円

図書館

インターネットを使って
電子書籍の貸し出しを行
う こ と で、
非来館型図
書館の運営
を始めます。

電子図書館導入
運営事業

282 万円

N
EW

子ども家庭課

全ての妊婦、子育て家庭
が安心して出産、子育て
ができるよう妊娠期から
出産・子育てまで一貫し
た伴走型相談支援と経済
的支援を行います。

出産・子育て
応援交付金事業

3,804万円
教育課

食材費等の高騰分を補助
することで、給
食費を増額する
ことなく、安定
した質の給食を
提供します。

学校給食費
補助事業

880万円
N
EW

N
EW

観光産業課

適切な経営管理が行われて
いない森林を所有者から委
託を受け間伐を行い、森林
の資源解析および境界を明
確化するための航空測量を
行います。

2,300万円 N
EW

森林経営
管理事業

令和 　年度予算の POINT
高齢者一体的
保健推進事業 6,000億 万 円

5,748万 円億

　歳入の中での自主財源は、町税や繰入金
で増額を見込んだことなどで前年度比 4億
9,971 万円、7.3％増の 73 億 3,673 万円
を計上しました。また、依存財源は地方交
付税の減少等で前年度比 1億 3,971 万円、
2.2％減の63億2,328万円を計上しました。
　歳入全体に占める、それぞれの割合は、自
主財源が53.7％、依存財源が46.3％です。

・町税と繰入金の増加等で自主財源7.3％増

・地方交付税の減少等で依存財源 2.2％減

歳出の

POINT
・社会保障関係費の増加等で民生費が 2.6％増

・上水道出資金の増加等で衛生費が 8.2％増

　民生費は、少子高齢化による社会保障関係
費の増加等により、前年度比 2.6％増の 53
億 1,224 万円を計上しました。
　衛生費には、新型コロナウイルスのワクチ
ン接種費用を引き続き計上したほか、潤田浄
水場の耐震化工事への出資金7,500 万円を計
上しました。また、出産・子育て応援交付金
事業の費用3,804 万円を当初予算として初め
て計上しました。
　教育費は、文化財保護費やスポーツ施設費
を総務費へ移行したことなどから、前年度比
7.5％減の 12 億 7,765 万円を計上し、中学
校部活動の地域移行等の費用で2,121 万円を
計上しました。

各会計の予算規模 予算規模 前年度との比較
一般会計 136 億 6,000 万円 2.7％増

特別
会計

国民健康保険 36 億 2,700 万円 0.4％減
土地取得 916 万円 1549.5％増
介護保険 34 億 8,800 万円 3.0％増
後期高齢者医療 10 億 1,300 万円 6.6％増

企業
会計

水道事業 14 億 6,302 万円 9.3％増
下水道事業 32 億 9,730 万円 4.0％増

予算総額 265 億 5,748 万円 3.0％増
※四捨五入の関係で合計額等が合わない場合があります。

当初予算として総額約 266 億円を令和
５年菰野町議会第１回定例会に提案しま
した。一般会計の予算は約 137億円で、
前年度比2.7％の増となりました。

歳入の

POINT

億5,032


